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平成 25年 11月 7日 

各      位 

会 社 名  株式会社Ｃ＆Ｇシステムズ 

代表者名  代表取締役社長 塩田 聖一 

（ＪＡＳＤＡＱ  コード ６６３３） 

問合せ先 取締役  管理統括部  部長 

            大野 聡太郎 

（ＴＥＬ. ０３－６８６４－０７７７） 

 

その他の関係会社の異動に関するお知らせ 

 

  平成 25年 11月 7日付で、当社の主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社が、その他の関係会社に該

当しないこととなりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

記 

1. 異動が生じた経緯 

本日、当社の主要株主である筆頭株主及びその他の関係会社の株式会社アークより、当社株式の売却

により所有株式数が変更となり、この結果、同社が当社のその他の関係会社でなくなった旨の連絡を受

けました。 

また本件に伴い、当社株式を間接保有していた株式会社アークの親会社である株式会社地域経済活性

化支援機構についても、当社のその他の関係会社に該当しないこととなりました。 

 

2.  異動する株主の概要 

（1）株式会社アーク 

（a） 名 称 株式会社アーク 

（b） 所 在 地 大阪府大阪市中央区南本町二丁目２番９号 

（c） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 鈴木 康夫 

（d） 事 業 内 容 

工業デザインモデルの製造、販売 

商品開発及び企画、デザイン、設計 

各種金型の設計、製造及び少ロット成形品の生産、販売 

（e） 資 本 金 

20億円（平成 25年 7月 29日現在） 

（※株式会社アークは平成 25年 6月 25日開催の第 45回定時

株主総会において、資本金を 121 億 71 百万円から 20 億円に

減少する決議を行っています。） 

（f） 設 立 年 月 日 平成元年 9月 1日 
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（g） 連 結 純 資 産 233億 88百万円（平成 25年 3月 31日現在） 

（h） 連 結 総 資 産 635億 69百万円（平成 25年 3月 31日現在） 

（i） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（平成 25 年 3 月 31 日現在） 

株式会社地域経済活性化支援機構        65.40％ 

（j） 当 社 と の 関 係  

 資 本 関 係 当社の主要株主であり、筆頭株主です。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 当該会社は当社販売製品等の購入先であります。 

 

（2）株式会社地域経済活性化支援機構 

（a） 名 称 株式会社地域経済活性化支援機構 

（b） 所 在 地 東京都千代田区大手町一丁目６番１号 

（c） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 瀬谷 俊雄 

（d） 事 業 内 容 事業再生及び地域経済活性化の支援 

（e） 資 本 金 230億 84百万円（平成 25年 3月 31日現在） 

（f） 設 立 年 月 日 平成 21年 10月 14日 

（g） 純 資 産 2,004億 71百万円（平成 25年 3月 31日現在） 

（h） 総 資 産 3,259億 9百万円（平成 25年 3月 31日現在） 

（i） 
大 株 主 及 び 持 株 比 率 

（平成 25 年 3 月 31 日現在） 

預金保険機構                 97.83％ 

（j） 当 社 と の 関 係  

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

3. 異動前後における所有する議決権の数及び議決権所有割合 

（1）株式会社アーク 

 属性 議決権の数（議決権所有割合） 
直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 
（平成 25年 9月 25日現在） 

その他の 
関係会社 

37,513個 

（33.97％） ― 37,513個 

（33.97％） 

異動後 ― 20,532個 

（18.59％） ― 20,532個 

（18.59％） 

 

（2）株式会社地域経済活性化支援機構 

 属性 議決権の数（議決権所有割合） 
直接所有分 合算対象分 合 計 

異動前 
（平成 25年 9月 25日現在） 

その他の 
関係会社 ― 37,513個 

（33.97％） 
37,513個 

（33.97％） 

異動後 ― ― 20,532個 

（18.59％） 
20,532個 

（18.59％） 
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4. 開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無等 

今回の異動による、開示対象に該当する非上場の親会社はありません。 

 

5. 今後の見通し 

今回の異動に伴う当社連結業績に与える影響はありません。 

 
以  上 


